
鉄筋コンクリート柱 0は り接合部における

通し主筋の付着性状

――研究の動向と問題点――

山

概 要 鉄筋コンクリート骨fHの 1字形柱 はり接今音
`内

を通し配筋されるはり1:筋のll着性状について論じた。はり
降伏の先行する■組でははりに筋の小1着劣化は避けられず 接合部からの抜け出しか生じる。これが部材やI組の耐震 lt
能にI,え る影響として はりの降伏変形の増大、はリビンジ剖

`コ

ンクリートの早期
'「

壊 履歴形状のピンチ化および接合
部内のせんltFl抵抗機構の変イヒを指摘した。今理的なfl着設制を行うためには 11粗全体の地震時挙動にLF影響を与えない
■度にtl着劣化を認める方法と,すべての接合部 のヽll若を健仝に保Ffす る方法との■つが考えられることを説明し 具
体例を示した。

キーワード:鉄筋コンクリート,Ij:・ はり接合部,通 しill,ll着  抜け:Lし  l‐r震 地震応答

1 は じ め に

日本において鉄筋コンクリー ト(RC)が 主に中低層

の建物に使われるあいだは許容応力度設計法の使用と相

まって, 1分に大きな柱断面が用いられることが多かっ

た。そのために過去の幾度の大地震においても柱・はり

接合部の破壊はほとんど見られなかった。筆者の知る限

りでは,倉庫の十字形接合部内のフック付きはり主筋の

定着不良による破壊 (新潟地震,1964年 ).面館大学の

壁はりがfFm心して取り付いた十字形接合部のせん断破壊

(十勝沖地震.1968年 )く らいである。ところが,近

年になって RC建物の高層化を日指す気運が高まり,
これを実現するために骨組の靭性に依存した終局強度型

設計法が採用され,高強度のコンクリートおよび鉄筋が

使用されるようになった。ここに至って,それまで設計

において考慮されることはなかった柱・はり接合部がに

わかに注目されることとなる。柱・はり断面の狭小化と

高強度材料の使用によって,接合部に大きなせん断力が

作用するとともに接合部内の主筋に大きな付着力が発生

することが明らかとなったためである。柱・はり部材の

せん断破壊を防lLする方法が発達して,骨組内の相対的

な弱点が柱・はり接合音

“

こ移るという危慎も生じた。柱

はり接合部は柱の一部であるから軸力を保持するのは

もとより、縦横に取り付く柱・はり部材の強度発揮を保

証する上台であるので,せん断破壊を防止する必要があ
る。また,地震を受けた建物が想定した変形時に期待し

た強度を発揮するためには,接合部内主筋の付着劣化に

宏
*本́

起因する過度の抜け出しによる剛性低下を防止しなけれ

ばならない。以上の要請を受けて, 日本建築学会は接合

部に関する耐震設計規定を 1990年に初めて明文化し

た1)。

接合.Lに関する耐震設計規定としてアメリカ2)ぉ ょび

ニュージーランド3)の ものがよく知られている。この両

者は,接合部の主要なせん断抵抗機構の考え方や主筋に

沿った付着の要求性能などにおいて非常に異なってい

る。そこで,各国の耐震規定にしたがって設計された接

合部の耐震性能を調べ,あわせて接合部の力学特性に対

する理解を深めるために,1984年 から5年間にわたっ

て両国と日本 (後になって中国も加わる)の研究者が共

同研究を行った。この 4国共同研究の経緯については青

山4)に詳しい。

接合部においても柱・はり部材と同様にせん断と付着

の問題が重要となる。しかし本稿では紙幅の関係から,

内柱・はり接合部内を通し配筋される主筋の付着性状に

対象を限定する。接合部内主筋に沿った付着能力の喪失

は柱・はり部材内の主筋に沿ってコンクリートが割り裂

かれる付着割裂破壊とは異なって,明確な耐力低下をと

もなわない。割裂状のひび割れが接合部表面に現れない

のは,一般に柱1層のほうがはり幅よりも大きく,は り主

筋は柱主筋のカゴのなかを通っているためと,思われる。

このように接合部内の主筋の付着喪失は,柱・はり部材
の付着破壊とは異なっていることから破壊とは呼ばず.

付着劣化と呼ぶことが多い。

2 主筋の付着劣化とその影響

21 接合部内の付着性状
* きたやま・かずひろ/東京都立大学功教授 工学部 建築
学科 (正会員)
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水平力を受ける骨組の内柱・はり接合部に作用する応

力を図-1に示す。通常の RC骨組の内柱でははり主筋
を通し配筋することが多い。このとき図 1(b)の よう

に,柱面の一端で引張り力 ■ ,他端で圧縮力 Csを生じ

る主筋の定着をll内で取ることが必要になり,力の釣り

合いから接合部内のはり主筋に作用する平均付着応力度

■が求まる。すなわち,

7=π dら .た。
=  4ん

丁
~     

い )

ここで,どち:は り主筋径,た。:柱せい,α ,の Iは り

主筋の引張り応力度と圧縮応力度,である。平均付着応

力度●がある程度以 11大きくなるとはり主筋はすべり

始め、曲げひび割れが大きく開いた危険断面から抜け出

すことになる (図 -2)。 一般の RC偶組では大地震時に

ははり主筋が引張り降伏すると考えられ,平均付着応力

度ぅは大きくなり、 さらに正負交番繰り返しの載荷状

態となるので接合部内での付着劣化は避けられない。

内柱・はり接合部試験体を用いた実験によって筆者ら

が得たはり主筋のすべり量と付着応力度との関係の一例

を図-3に示す。接合部の中央ではほぼ正負対称の逆 S

字型の履歴形状となるのが特徴である。これに対して危

険断面に近い位置 (接合部の端部)では図-3(b)の よ

うに,引張りを受ける狽1の付着強度は小さく早期に劣化

するが,圧縮を受ける側の付着強度は大きくなる。

22付 着 指 標
接合部内でのはり主筋の付着性状を良好に維持するた

めには、存在する平均付着応力度 t7を小さくできれば

よい。このためには (1)式 よりはり主筋径どらを小さく

する,あるいは柱せいたこを大きくすることが有効であ

る。骨組の望ましい崩壊機構としてはり降伏先行型とす

ることが多いので,は り主筋の一端では引張り降伏が生

(

―(b)接合部の応力状態
図-1 内れ はり接今部に作用する応カ

The Staie of the Art on Bond Characteristics along Bars Passing

through R/C Beam Column Joint
By Kazuhiro Kitayama

Concrere Journal \rol. 33, No. 5, pp. 25-33, May 1995

Synopsis The bond characleristics along beam bars passing through a reinforced concrete inleri-
or beam-column joint are discussed. Bond deterioration within a joinl is inevitable for R/C frames

designed according to the weak beam strong column concept, resulting in the pull out of beam

bars from a joinf. This deterioration has the influences on seismic resistance of frames and mem-

bers ; i. e. increase in a beam yield deflection,premature compressive lailure of concrete at beam

ends, pinched hysteresis shape and change of the shear resistant mechanisms in a joini. Two differ-
ent design concepts for bond, one accepting some bond deterioration n-hich does not affecl the earlh-
quake response of frames and the other keeping lhe bond sound within al1 joints, are presented.

Keywords : reinforced concrete, beam column joinl, bars through joint, bond, pull out, seismic
resistance, earthquake response
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図 2 はりJ:筋の抜け‖|し

は,主筋のすべり量 (mm)

(b)接合部の瑞部

図-3 イJ者応力度とすべり量との関係

じ得る。そこで (1)式のαをら (ら :は り主筋の降伏

応力度)とする。さらに圧縮側でも圧縮降伏するときに

っ は最大値となるので, このときの ■ を としとおく
と,

も=守     α )

すなわち,は り主筋の降伏強度を小さくすることによっ
て接合部内の最大平均付着応力度

“
しは小さくなり,付

着を良好に維持できる。さらに,付着強度はコンクリー
ト圧縮強度に依存すると考えられる。そこでの ,ころお
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(a)イ 1加回転

「 ′J
(b)付 力1回転 に よるたわみ

図 4 抜け月しによるll tt nlば

よび万cの 3変数が含まれた
“
ろをコンクリート圧縮強

度のα乗 (らっ
て
',こ こでの3 コンクリー トの圧縮強度)

で除したものを接合部内の付着状況を表す指標と考え,

付着指標と呼ぶこととする。既往の研究ではべき数αは
05か ら1の あいだの実数とすることが多い。付着指標

“
ろ/の3α が小さいほど付着を良好に維持できる。

23 付着劣化の影響
はり主筋の接合部内での付着劣化や抜け出しか部材あ

るいは骨組の耐震性能に与える影響として,以下の (1)
から (4)ま でが挙げられる。

(1)降伏変形の増大
はり主筋の抜け出しによって生じる付加回転 (図 -4

参照)に より,は りの降伏変形が増大する。はり主筋の
接合部からの抜け出しによる付加回転がはりたわみに占

める割合は,は り降伏時には 30～50%程度と報告され
ており5)6),は りたわみの増大とともに付加回転の占め

る割合も上昇する傾向にあった。はり主筋の付着が良好

と判断された試験体においても塑性率 3の ときに付加回

転の占める割合は 20%程度との報告つもあり,無視で
きない。はりたわみを予測する際にははりt筋の抜け出
しによる付加回転量を正しく評価することが必要であ

る。

骨組の地震応答解析を行うときにはり部材の降伏変形

を定めることが必要になり,一般に菅lFFに よる方法3)が

用いられる。しかし菅野の方法は,内柱・はり接合部を
含まない柱およびはり部材の実験結果から導かれた実験

式であり,付着劣化によるはり主筋の接合部からの抜け
出しを考慮していない。そのため,菅野式を用いると実
際の降伏変形を過小.T価する。降伏変形を精確に求める

ためには抜け出しの影響を考慮するほかに,現実に即し
たはり部材内の主筋のひずみ分布の設定とその影響の評

価 (例えば寺岡ら9)),せん断ひび割れによる変形成分の

評価 (例えば Park・ Ang10)),な どを適切に行う必要が

ある。

接合部からのはり主筋の抜け出し量は, コンクリート

のひずみ分布およびはり主筋のひずみ分布を仮定するこ

とにより計算できる (接合部内のコンクリートのひずみ

は無視することが多い)。 このためには,接合部内での

27
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はり主筋の平均付着応力度 ηがわかればよい。森田・

角
11)あ るいは角・稲田ら

12)は ,り 張り側のはり危険断

面での主筋ひずみの関数として実験結果から■ を求

め,北山13)は付着指標および
“
ゎの関数として実験的に

■を求めた。寺岡ら
9)は主筋の径とひずみ,柱せい,柱

軸力およびコンクリート圧縮強度を影響因子として統計

的にっを定めた。このほかに,は り主筋に沿った付着

応カーすべり量関係を設定することにより抜け出し量を

求めることが可能であり, これによって実験結果と解析

結果とを比較した研究に多田・武田
]4)によるものがあ

る。

しかしながら,さ まざまな配筋詳細に対してはり主筋

の接合部からの抜け出し量を精確に定量化することは現

在のところ困難である。

(2)ヒ ンジ部コンクリートの早期圧壊

はり危険断面での圧縮縁ひずみが増大し, ヒンジ部コ

ンクリートの圧壊が早まる。はり主筋の接合部内でのひ

ずみ分布の例を図-5(i)15)に示す。接合部内での付

着劣化が生じると,危険断面に生じる引張り力を接合部

内だけで定着できなくなる。その結果,反対側の危険断

面位置のはり主筋はそれまで生じていた圧縮力を保持で

きずに,引張り力を受けるようになる。この引張り力に

釣り合う圧縮力がはり端部コンクリートに生じる。たと

えば,図-6の ように上端・下端ともに引張り降伏して

いて接合部内での上端筋の付着が全くない場合を考える

と,右端の引張り力 rν lはそのまま左端に伝わり,左

端のコンクリートの負担する圧縮力の2は左危険断面

での力の釣り合いから,

Q2‐ lγ l+2)2

0

-4

-8

-12

0/´9

(3)

付着が良好であれば,Q2■ ■ 2であるから,上下の配

筋量がほぼ Hlじ とすると,は り端部コンクリートに作用

する圧縮力は付着劣化によって約 2倍に増大する。

(3)履歴形状のピンチ化
付着劣化の進行にともない復元力特性がエネルギー吸

収量の少ない逆 S字形の履歴形状となる。コンクリー

ト圧縮強度が同一の内柱・はり接合部試験体を用いた実

験による.層せん断カー層間変位関係 (復元力特性)を

図-5(五 )]5)に 示す。はり主筋の付着が劣化すると,復

元力特性が逆 S字状の履歴面積の小さいループとな

り, はり端部の塑性ヒンジにおけるエネルギー吸収能力

が低下する。図 (a)で はしらが大きいために付着劣化が

生じた。図 (b)では
“
ゎが小さいためはり主筋付着が良

好に維持され,太った紡錘形の履歴特性となった。

はり端ヒンジのエネルギー吸収能力が骨組の地震応答

に与える影響については筆者らの研究
16)が ある。4,7

ぉょび 16階建の RC骨組を対象に,は り端ヒンジの履

歴モデルとして履歴形状が紡錘形になる武田モデルおよ

びやせたピンチ性状を示す武田スリップモデルを用いて

非線形地震応答解析を行った。その結果,履歴形状の太

り具合を表す等価粘性減衰定数 (小 さいほど履歴ループ

はやせ‐lる )が 25%と 10%とでは,地震時挙動に大き

な差が生しないことがわかった。
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図 7 接今部のせんllr抵抗機構

(4)せん断抵抗機構の変化
接合部内のせん断抵抗機構として 一般の部羽と同様に

アーチ機構およびトラス機構が考えられ (図 -7,例 えば

Paulayら 17)),は りおよび柱主筋の付着状態によって

これら二つの機構の負担割合が変化する。

接合部内の付着が良好であると, はり主筋から接合部

コンクリートに応力が均等に伝達される。この場合,は

りおよび柱主筋による付着力と接合部横補強筋による締

めつけ力,および柱中段筋からの付着力によって トラス

機構が形成される。変形の増大や繰返し載荷によっては

り主筋に沿った付着劣化が生じると, トラス機構による

負担分は減少する。これにともなって,は りおよび柱付

け根の圧縮領域を対角に結ぶ部分 (圧縮ストラットと呼

ぶ)に圧縮力が集中して,せん断力に抵抗する。すなわ

ち,アーチ機構が主要な抵抗機構となる。はり降伏後も

接合部に入力される一定のせん断力を保持するために

は, このようにアーチ機構の負担割合が増大することが

必要である。ただしこれによって,パネル中央部分の局

所的な圧縮応力度が増大し接合部のせん断圧縮破壊を生

じやすくなる。

以上のような ■つのせん断抵抗機構の負担割合と主筋

の付着性状との関係を実験によって検討した研究として

11村・荒井
13),北山ら 9)な ど,有限要素解析によって

検.lし た研究として野口・菅野
2° )な どがある。またせ

ん断抵抗機構のマクロ・モデルを設定し,は り主筋の付

着性状と抵抗機構との関係を論じた研究として市之瀬・

横尾21),李ら22)な どがある。
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3 付着指標 の制 限

接合部内でのはり主筋の付着劣化を防止するために

は,付着指標
“
ゎ/の3α をある値以下に制限すればよい。

これにより接合部内を通し配筋される主筋の付着設計を

行うことが可能となる。そのための主な判断基準 (Cri_

teria)と して,次の■つが考えられる。

C TOtal Criteria 骨組全体の地震時挙動に悪影響

を与えないようにする。前節で述べた付着劣化の影響を

適切にモデル化して骨組の地震応答解析を行い,付着指

標を制限することが必要となる。これは逆に言えば,骨

組の地震応答に悪影響を与えない範囲において,あ る程

度の付着劣化を許容する思想である。

② Local criteria 接合部内の存在付着応力度ぅが

付着強度を超えないようにする。このためには柱・はり

接合部試験体などによる実験結果を用いて,具体的に接

合部内の付着性状を調べることが必要である。これによ

りはり主筋のすべり量はごく小さく抑えられるが,かな

り厳しい規定になると予想される。また,接合部内のは

り主筋の付着強度を定量化することが必要となる。

以 1の二つの判断基準を用いて付着指標 しろ/の3α の制

限を提案した研究として,0に基づく北山23)ぉ ょび②
に基づく藤井

24)25)を 以下に紹介する。

31 地震応答に基づく方法23)

付着劣化によって生じる履歴吸収エネルギー量の低下

および降伏変形の増大を考慮した 1質点系の非線形地震

応答解析を行った。系の固有周期,履歴モデルの等価粘

性減衰定数および地震動を変数として,固有周期ごとに

塑性率 2ぉょび4に対応した等価粘性減衰定数の許容下

限値 (地震応答に悪影響を与えない履歴ループのやせ度

合いを示す値)を求めた (表 1)。 そして,平面柱・は

り接合部試験体を用いた既往の実験結果より得られた塑

性率 2および4に対応する等価粘性減衰定数とこの下限

値との関係から,図 -8の ように付着指標の制限値を決

定した。これをはり主筋径と柱せいとの関係に直して

(4)式を得る。

キ
≦■
号
二      (4)

,3およびら の単位は kgf/Cm2で ぁる。ここで,固有

周期が04秒未満の建物ではμ‐10,固有周期が 04秒以

上の建物ではμ=14である。すなわち,短周期の建物の

ほうが厳しい規定になった。

なおこの解析では,接合部のせん断変形が骨組の変形

に与える影響を特には意識していない。これは接合部に

許容するせん断変形角の大きさに依存しており,設計に

おいて接合音口こ要求するせん断性能とあわせて今後議論

図-6 はり端

“

コンクリートの圧縮カ

(a)ア ーチ機構

C.2

(b)ト ラス機構



表 1 等価粘性減衰定数の許容 ド限1査

長
）
気
や
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贅
〓
嬌
〓
十

（ヽ
）
氣
製
繍
電
士
姜
Ｅ
十

(a)
“
.′ずσぢ

塑日:■ 2に対応

θ  。

υ./l σB

(b)塑 1■率4にメ1応

図-8 等ll鵬性減哀定数と付着指標との関係

する必要がある。

32 付着性状に基づく方法24)25)

図-9にハッチした形状の,柱・はり接合部内のはり

主筋一本を対象とした試験体 13体に接合部内の応力状

態を再現できるような載荷を行った。すなわち試験鉄筋

の一端に引張り力を与え, もう一端には載荷せず,その

かわりにコンクリート・ブロック面に等量の圧縮力を加

えた。実験より,(a)コ ンクリート圧縮強度 350～ 1400

kgf/cm2の範囲では, コア・ コンクリート内の局所付

着強度はコンクリート強度の 2/3乗に比例して増大す

る,(b)柱軸力の影響は比較的小さいが軸力比とともに

付着強度も増加する,(C)試験体幅に対する主筋径の比

の影響はかなり大きくこの比とともに付着強度も増加す

る, ことを示した。これらの影響因子がそれぞれ独立に

成立すると仮定して, コア コンクリート内の局所付着
強度τυを以下のように定めた。

_‐ 25←
“
l184発
)号 (嗣

6̈ぃ
)

ここで,B:試験体幅,ぃ 1柱軸応力度,で (5)式 内
の応力度の単位はすべて kgf/Cm2でぁる。なお,試験

体幅 B/主筋径 ごら比について,実際の接合部でははり

主筋は複数本配筋されるので分母は■∂る(2:一列のは

り主筋本数)に置き換えるものと思われる。ただし,幅

30

図-9 顔井による接今部のモデル化

Bの とり方については明示されていない。試験■■J]
は,実際の接合部でははり主筋の間隔に相当すると考え

られるが,境界条件は全く異なるため物理的な意■ まち

いまいである。

接合部内の付着を良好に維持するためには,以 tr或

立すればよい。

τ
“
≧
“
ろ                        =

藤井の方法は,ユニークな実験から接合部内は|■罰

の付着強度を求めた点に独創性がある。なお藤■
`

B′ごろとして本実験の最小値である 4を (5)式にttし

て簡略化し,(6)式を書き直して dι /み cを 与える「 式

とした。

キ≦29(1+券 )子詳   「
33 両者の比較
以上の全く異なる二つの方法から導かれたはり三罰径

と柱せいとの関係、および最大平均付着応力度 L=と コ

ンクリート圧縮強度との関係を比較して図 10に 示す。

(7)式における柱軸応力度比 (%/σ3)は 03と した:短

周期 (固有周期 04秒未満)の建物では地震応答¥析に

基づくものと接合部内の付着性状に基づくものとで大き

な差はない。長周期の建物では,地震応答によるものの

ほうが緩やかな規定となった。柱軸力が小さい場合には

付着性状に基づくものが最も厳しい規定となる:

地震応答に基づく方法の弱点は,個別の接合部内の付

着状態が不明なことである。上記の比較より すべての
接合部内で付着強度時のすべり量を超えて抜け出しが生

じる,あるいは一部の接合部内で付着劣化がかなり進行

せ

る

み

tヽ

制

kヽコンクリート i学



¨ ´ ジ

コンクリート圧続 度 σ.(kJ/cm2)

(b)● .と コンクリートrl縮強度との関係

図-10 ■つの方法による付斉規定の比較

するが残りは健全である,な どの付着状態が考えられ

る。骨組の地震応答解析によってはり塑性ヒンジの発生

位置や頻度を調べ,接合部内の応力状態を特定して主筋
回りの付着性状との対応を検.lすべきである。

ある程度の付着劣化を認めた場合,地震後の補修 |∫能
性が重要となる。田才ら

26)27)は
実験済みの平面および

立体柱・はり接合部試験体のひび割れにエポキシ樹脂を

低圧で注入する補修を行い、補修前後の力学性状を比較

した。これによるとはり部材の初期剛性は 70～ 90%ま

で回復した。また.は り付け根領域の局部回転を調べて

接合部からの主筋の抜け出し量が補修によって小さく

なった可能性を指摘した。このことから実際の建物でエ

ポキシ樹脂注入による補修は困難さは伴うものの |∫能で

ある。

柱・はり接合部内を通し配筋される主筋の径 dゎ と柱

せいた。との関係を (4)式あるいは (7)式 に従って定め

ることにより付着設計が可能となる。

34 そのほかの研究
以Jiの ほかにはり主筋径と柱せいとの関係の制限を試

みた研究はいくつかある23)～ 32)。

Park・ Dai30)は NZS 31013)の (は り主筋径/柱せ
い)比の制限値を用いたキャリブレーションによって接

合部内の平均付着強度を 497扇 (単位 :kgf/cm2)と
し,上端・下端の鉄筋量のちがいを考慮して付着指標を
制限した。この研究をもとに Cheungら 3])はぁらたに

「` o1 33, N0 5, 1995 5

(8)式に示す (は り主筋径/柱せい)比の制限を提案し
た。

券≦aO“のの“
Vτ   (8)

の およびの の単位は kgf/cm2でぁる。ここで,αl:

鉄筋に生じる圧縮力のレベルを表わす係数 (11～ 13),

α2:柱軸力による付着強度増大係数 (10～ 125),偽 :接

合部の 4面に塑性ヒンジが生じることによる (すなわち
2方向加力による)付着強度低減係数(2方向骨組で 10,
1方向骨組で 12),お よびα4:上端・下端の違いを区別
する係数 (上端筋で 10,下端筋で 11),で ある。柱軸力

および 2方向加力が接合音
`内

を通る主筋の付着性状に与

える影響を考慮した点で新しいが,その定量化は必ずし

も実験結果の評価から導かれたものではなく,今後さら
に検討を必要とする。

4 未検討 の諸 問題

本稿では内柱・はり接合部内を通し配筋されるはり主

筋の付着劣化とその影響や,付着設計の方法とその背後
にある考え方を中心に述べた。しかしこれ以外にも解明

を要す重要な問題があるので,以下に列挙する。
1)地震力を受ける実建物を考えると2方向加力時の
接合部内の付着性状が重要である。そこで1立体柱・

はり接合部試験体に 2方向加力する実験を行い,
はり主筋の付着性状を検討した研究がいくつかあ

る33)～ 35)。 Halimら 33)は 2方向加力を経験した場

合に付着応力度の低下が顕著となることを示した。

一方,北山ら35)の高強度材料を用いた実験ではり
主筋がゎずかに降伏した範囲では,2方向加力に

よってはり主筋の付着力は低下しなかった。これら

の相違は加力履歴や試験体の経験した変形レベル

(塑性率)な どに依存するものと思われる。さらに

検言サを進め,設計で考慮する必要性の有無を明確に
すべきである。

2)先にはり主筋の付着劣化によって履歴形状がピン
チ化することを示した。しかし,付着劣化の程度と

履歴ループの等価粘性減衰定数との具体的な対応に

は触れなかった。これについてはほとんど研究され

ていないが,寺岡ら36)は付着指標,引張り鉄筋比
および部材角の関数として統計処理によって等価粘

性減衰定数を定量化した。

3)接合部内での付着劣化後のはり主筋の定着は反対
側のはり部材内のどこかで取ることができると予想

している。従来行われている十字形柱・はり接合部

の実験でも,は りの両端ではり主筋を鉄板に溶接し
たり,折り曲げ定着する。しかし実際の骨組では,

はり主筋を数スパンに渡って通し配筋することが多
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く,連続するはり主筋のはり部材内での付着性状を

あわせて検討する必要がある。また,は り部材内と

接合部内との付着劣化の相関も生じる可能性があ

る。そこで姜・北山ら
37)は、十字形接合部を二つ

持った十形骨組試験体に繰り返し載荷する実験を

行い,付着の相互作用に対する検討を始めている。

4)付着を良くするために細径の主筋を用いると本数

が多くなり,2段配筋する必要が生じる。既往の柱

はり接合部実験でも接合音日こ入力されるせん断力

を大きくするために 2段配筋とした試験体は多い。

しかし,2段筋 (内側筋)の付着性状については検

討されることが少なかった
38)。 今後,2段筋の付着

伝達能力や 1段筋 (外根1筋 )との付着作用の相関に

ついて検討すべきである。

5 ま と め

RC骨組の内柱・はり接合部を通 し配筋されるはり主

筋の付着性状に限って論を進めた。 しか し,主筋からコ

ンクリー トヘの付着伝達能力と部材内のせん断抵抗能力

とは密接に関係するため,そ れぞれを切 り離 して考える

ことは難 しい し,ま たそうすべきでないことを強調 して

お く。付着設計について異なる二つの方法を説明 し
た

が,そのどちらを採るべきかについては述べなかった。

両者ともさらに検討や改良を加える必要があるが,最終

的には,設計者が要求する耐震性能を確保するための道

具として互いに存在することが望ましい。選択肢は多
い

ほどいいものである。
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